　R３改正案　
介護保険サービス事業所の変更届出書の添付書類一覧
１　変更届出書の提出について(*原本が必要な書類（登記簿等）を除き届出書等に印鑑の押印は不要です。届出は電子メール等でも可能です)
　●　「印」を削除した変更届出書（別記第４号様式）に下記の書類を添付して提出してください。（原則変更後１０日以内に提出）
→（下記書類の他に状況に応じて追加の書類の提出をお願いすることがあります。）
　●　変更届出書の「変更の内容」欄に書ききれない場合は、別途「新旧対照表」（任意様式）を作成し添付してください。
　●　変更届出書提出の際は、変更する項目が「老人福祉法上の変更届」の届出する項目にあり提出が必要か確認のうえ、併せて提出してください。
→添付書類は介護保険法と同様のため届出書のみ提出で可。
２　添付書類作成上の留意事項について
（１）（参考様式１）「従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表」（＊１）について
　●　下部余白に事業所の常勤の従業者の１週間の勤務時間及び前年度の平均利用者数等を記載してください。（例・週４０時間、月１６０時間、前年度平均利用者数１０人など）
　●　「通所介護」の場合は全職員の勤務時間帯も併せて記載してください。（例・①９：００～１７：００、②１３：００～１７：００など）
（２）誓約書はサービスの種類によって様式が異なりますので、ご注意ください（２種類）。
→参考様式９－１（指定居宅サービス事業者用），９－３（指定介護老人福祉施設用）
（３）建築基準法または消防用設備の検査済証の写しを添付できない場合の申立書について（＊２）
　●　申立書には、建築基準又は消防設備について「①所管部署に確認した月日、②所轄部署名及び担当者名、③添付できない理由④申立提出年月日、⑤事業者（法人名）、⑥事業者（法人）代表者等の記載をお願いします。
３　変更届出書の欄外に、届出の内容確認の連絡を行う際の連絡先（事業所担当者名・電話番号等）の記入のご協力をお願いいたします。
	番号
	変更があった事項
	添付書類

	１
	事業所（施設）の名称
	１変更後の運営規程

	２
	事業所（施設）の所在地
	１（参考様式３）事業所（施設）の平面図及び内部、外部のカラー写真（平面図には部屋の名称、面積、寸法を記入のこと）

	
	
	２（参考様式４）居室面積一覧表

	
	
	３（参考様式５）設備・備品等一覧表

	
	
	４建築基準法検査済証の写し（添付できない場合は申立書＊２）

	
	
	５消防用設備の検査済証の写し（添付できない場合は申立書＊２）

	
	
	６土地・建物の登記簿謄本又は賃貸借契約書（写）

	３
	主たる事務所の所在地

	１登記簿謄本（履歴事項全部証明書）（原本）

	
	
	

	４
	代表者（開設者）の氏名、生年月日及び住所及び職名
	１登記簿謄本（履歴事項全部証明書）（原本）

	
	
	２（参考様式９－１若しくは９－３）誓約書

	
	
	

	５
	登記事項証明書又は条例等（当該事業に関するものに限る。）
	１法人の登記事項証明書（原本）

	
	
	２市町村の場合は条例（写）

	
	
	

	６
	事業所（施設）の建物構造、専用区画等
	１（参考様式３）事業所（施設）の平面図及び内部、外部の写真等（平面図には各室の名称、面積、寸法を記載のこと）

	
	
	２（参考様式４）居室面積一覧表（＊変更ある場合）

	
	
	３（参考様式５）設備・備品一覧表（＊変更ある場合）

	
	
	４建築基準法検査済証（写）、消防用設備検査済証（写）（添付できない場合、申立書＊２）（＊変更ある場合）

	
	
	５建物の登記簿謄本（原本）又は建物賃貸借契約書（写）（＊変更ある場合）

	７
	備品（訪問入浴介護事業及び介護予防訪問入浴介護事業に限る。）
	１（参考様式５）設備・備品一覧表

	８
	事業所（施設）の管理者の氏名、生年月日及び住所（介護老人保健施設及び介護医療院にあっては、住所に限る。）

	１（参考様式２）管理者の経歴書

	
	
	２（参考様式１）従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表

	
	
	３（参考様式９－１～９－３）誓約書 ※押印は不要です。

	
	
	４管理者が、資格の必要な職種を新たに兼務する場合等は資格証明書（写）


	９
	サービス提供責任者の氏名、生年月日、住所及び経歴
	１（参考様式２）サービス提供責任者の経歴書

	
	
	２資格証明書（写）（例・介護福祉士登録証、社会福祉士登録証、旧介護職員基礎研修課程修了書・旧１級課程修了書、看護師免許）

	
	
	３（参考様式１）従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表

	
	
	＊下部余白等に利用者の数（直近前３月の平均値）を記載してください。

＊サービス提供責任者の員数が変更の場合は「運営規程」も変更となるので変更後の「運営規程」も提出のこと。

	１０
	運営規程
	１運営規程（変更前・後の運営規程若しくは新旧対照表と変更後の運営規程）

	
	
	２（参考様式１）従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表（職員の員数、利用定員等が変更された場合）

	
	
	３資格証明書（従業者の異動のうち資格が必要な者が配置される場合に提出してください）

	
	
	＊なお、重要事項説明書の変更を同時に行った場合、重要事項説明書提出は不要です。

	１１
	協力医療機関（病院）協力歯科医療機関
	１協力医療機関・協力歯科医療機関との契約書（写）

	１２
	事業所の種別
	該当サービスなし。（倶知安保健所又は岩内保健所へお問い合わせください。）

	１３
	提供する居宅療養管理指導の種類
	該当サービスなし。（倶知安保健所又は岩内保健所へお問い合わせください。）

	１４
	事業の実施形態（本体施設が特別養護老人ホームの場合の単独型
・空床利用型・併設型の別）
	１変更後の運営規程

	
	
	

	１５
	入院患者又は入所者の定員
	１変更後の運営規程

	
	
	２（参考様式１）従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表（＊１）

	１６
	介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護医療院、病院等との連携・支援体制
	１変更前・後の連携・支援体制の概要が分かる書類（任意の様式）

	１７
	福祉用具の保管・消毒方法（委託している場合にあっては委託先の状況）

	１変更前・後の運営規程（＊運営規程の記載事項に変更ある場合）

	
	
	２福祉用具の保管及び消毒の方法を記載した書類（消毒手順書等）（他に委託する場合は委託契約書（写）、標準作業書（写））

	１８
	併設施設の状況等
	１併設施設の状況のわかる書類（任意の様式）

	
	
	２平面図（変更前・後のわかるもの）（＊変更時）

	
	
	３写真（事業所の区画が変更となった場合は、外観、内部、必要な設備の写真）

	１９
	介護支援専門員の氏名及びその登録番号
	１（参考様式１１）事業所に勤務する介護支援専門員一覧表（全従業者記載）

	
	
	２介護支援専門員証（写）

	
	
	３（参考様式１）従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表（＊１）

	
	
	４＊下部余白等に変更時の利用者数を記載してください。
５＊職員数が変更になる場合は、変更前・後の「運営規程」も提出してください。

	20
	利用者の推定数
	


＊平成30年11月に介護保険法施行細則が改正され「定款、寄付行為等」及び「役員の氏名、生年月日及び住所」の変更については届出を要さないことになっておりますので、御留意願います。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊運営規程中「従業者の職種、員数及び職務の内容」の変更のうち、「サービス提供責任者」「介護支援専門員」の変更と併せて
運営規程の変更の場合は変更届を提出いただきますが、その他の職種の員数のみの変更は年に1度（4月1日）のみで構いません。
（具体的には、4月1日現在の従業者の員数が、前年の４月１日時点、または直近の届出（例・当該年度の指定更新時など）等と比較して変更があった場合に変更届出書を提出のこと）なお、従業者の員数について運営規程上「～人以上」との表現となっている場合には、人員基準を満たし、「～人以上」を維持している場合、毎年4月1日時点についての届出の提出は不要となります。
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